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令和７年度
宮城県土木部との意見交換会

広報委員会　渉外部会　淺田　耕司

1．はじめに
宮城県土木部と（一社）東北地質調査業協会の意見交換会が、令和７年10月31日（金） 

10：00～県庁８階土木部会議室にて開催されましたので以下にご報告いたします。

2．出席者
宮城県土木部からは、土木部副部長（技術担当）鈴木 光晴様、土木部事業管理課総括

課長補佐　千葉 祐二様、土木部事業管理課　工事管理班　技術補佐（班長）畠山 康晃様、
土木部事業管理課　技術企画班　技術主幹（班長）蘓武 秀文様、土木部事業管理課　技
術企画班　主任主査　阿部 鉄章様、出納局契約課　工事契約班（班長）千坂 智彦様の６
名がご出席されました。 

当協会からは、奥山理事長、橋本副理事長（広報委員長）、三浦副理事長（技術委員長）、
上野理事（総務委員長）、熊谷理事、今村理事、菅野理事、根本理事、久賀理事、白鳥監
事、東海林事務局長、野田渉外部会長、赤井渉外部会委員、佐藤渉外部会委員、浅田の
15名が出席しました。

3．主な内容
1．引き続きの課題

（1）安定かつ継続的な予算の確保
今年度は、中期３年間の初年度に当たり、昨年度末に策定した、令和７年度から９年

度を計画期間とする「中期アクションプラン」では、インフラの長寿命化・老朽化対策
に必要な維持管理系予算を優先確保する方針としており、３年間の計画投資額は約2,200
億円に設定しております。

今年６月に策定された、国の「第１次国土強靱化実施中期計画」では、現行の「５か
年加速化対策」を上回る「20兆円強程度」の事業規模が示され、更には、「今後の資材価
格・人件費高騰等の影響については予算編成過程で適切に反映」されることが明記され
ていることから、本県としては、引き続き、この予算を最大限に有効活用することにより、
事業に必要な予算・財源を確保し、次世代に安全・安心と活力を引き継ぐ持続可能な宮
城の県土づくりに取り組んでまいります。との回答が有りました。

（2）入札契約制度の改善
調査基準価格を下回る低入札制度の改善、建コン業務と地質調査業務の分離発注、適

切な積算基準の適用、公平な成績評価と表彰、総合評価落札方式での、①担当技術者の
実績要件の拡大、②設計JV制度の活用、③チャレンジ型の導入、④電子入札システム及
び手続の改善などを訴えました。
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県からは、履行確認調査は適切に実施するほか、管理補助技術者制度の活用実態報告、
総合評価落札方式の運用状況の経過報告。また、一般競争入札・総合評価落札方式の拡
大に向けて『競争性の確保』『技術力の確保』『品質の確保』を適切に推進しながら、制
度改善の方向性を示した回答でした。

（3）業務の早期発注と繰り越し業務の採用
本県では、業務の早期発注や必要に応じて繰越制度を積極的に活用することにより、

繁忙期を避けた納期の分散化に努めております。令和６年度に発注した地質調査業務30
件のうち11件が上半期に契約しており、納期率は0.50と目標値は達成しておりますが、
引き続き、早期発注や柔軟に繰越制度を活用して納期の分散化に努めてまいります。

また、現場作業を行う業務は、積雪時期を避けた発注に努める。との回答でした。

2．今後の検討要望事項
①近年のDX推進に伴い、電子契約システムによる更なる業務の効率化検討
②総合評価支援システムの拡充（同種・類似の拡大、提案書の書式や記載方法の簡略化）
③解析等調査業務の適正な活用（解析等調査業務-計画準備の周知運用）

4．おわりに
宮城県から「入札契約制度改定について」資料が提示され、前回より深堀された内容で、

制度向上ための「分析評価」の熱意をとても感じました。協会からの要望意見も、真摯
に受け止めて頂き、双方で重要性を共有し、より良き制度へと改善されると感じました。
また、昨年度から同じメンバーによる意見交換会のため、「共通の認識の下」で、行うこ
とが出来ました。

特に、�①建設業の魅力発信（業界の担い手不足）�  
②DX推進＆業務の効率化（ASP等継続的な推進）�  
③各種制度の運用面の向上（両社の問題点の解消に向け）

宮城県土木部事業管理課の皆様には、協会との意見交換会を快く承諾して頂き、また
資料の作成など多大なご協力を頂き、関係各位に厚く御礼申し上げます。協会に寄り添っ
たご意見を頂き、活発な意見交換会になりました。

当協会の渉外部会員ほか関係各位の方々に深く感謝いたします。
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